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 　 証券コード4078

 　 平成22年６月４日

株 主 各 位 

 大阪府堺市堺区戎之町西１丁１番23号

 堺化学工業株式会社
取締役社長 　 藪 中 　 巖

第115回定時株主総会招集ご通知
拝啓　ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

　さて、当社第115回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ

うご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますので、お手数

ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案の賛否

をご表示いただき、平成22年６月28日（月曜日）午後５時40分までに到着するようご返送いただ

きたく、お願い申し上げます。

敬　具

記

日 時 平成22年６月29日（火曜日）午前10時

場 所 大阪府堺市堺区戎之町西１丁１番23号　当社本店５階ホール
 （末尾記載の会場ご案内図をご参照ください。）

目 的 事 項 　 　　 　　

報告事項１．第115期 (平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで) 事業報告、連結計算書類の内容ならびに会計監査

 人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第115期 ( 平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで )計算書類の内容報告の件

決議事項 　

第１号議案 定款一部変更の件

第２号議案 取締役９名選任の件

第３号議案

第４号議案

第５号議案

監査役１名選任の件

取締役賞与支給の件

監査役の報酬額改定の件

第６号議案 退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上
（お 願 い）当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう

お願い申し上げます。

（お知らせ）事業報告、連結計算書類、計算書類および株主総会参考書類に修正が生じた場合は、インターネ

ット上の当社ウェブサイト（http://www.sakai-chem.co.jp）に掲載させていただきます。
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（添付書類）

 事   業   報   告 (平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで)

　

Ⅰ．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過および成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、アジア向けを中心とした輸出の増加により景気は

持ち直しつつあったものの、企業収益や設備投資、雇用情勢の低迷に加え、デフレ傾向も続

くなど、本格的な回復には至りませんでした。

　このような状況のもと、当グループの業績につきましては、電子部品向け材料が堅調に推

移し、第２四半期以降は自動車関連向けも復調傾向にありましたが、住宅関連などの需要回

復が遅れ、当連結会計年度の売上高は、前年度比4.5％減の812億57百万円となりました。

　損益面におきましては、子会社における樹脂添加剤および有機化成品の生産設備増強に伴

う償却費負担増の影響もありましたが、売上減に伴う収益の低下を補うべく、高品質・高付

加価値製品の販売強化、事業全般にわたるコストダウンなどに注力しました結果、営業利益

は前年度比74.9％増の53億30百万円、経常利益は前年度比68.6％増の50億60百万円、当期純

利益は前年度比142.2％増の22億16百万円となりました。

　事業別売上高の状況および概況は、次のとおりであります。
　
〈化学品事業〉

　 前連結会計年度 当連結会計年度 　増　減　（率）

売 上 高 　83,225百万円 　79,283百万円 △3,942百万円（△4.7%）

　
　無機材料および電子材料は、デジタル機器関連市場が回復傾向にあったことから高機能

品などが堅調に推移し、増収となりました。

　酸化チタンは、塗料・インキ市場などの回復が遅れたことに加え、円高を背景とした安

価な輸入品の増加もあり、減収となりました。

　樹脂添加剤は、公共投資の抑制や住宅着工件数の低迷の影響により主力の塩ビ安定剤な

どが減少し、減収となりました。

　医薬品は、主力のバリウムＸ線造影剤や胃・十二指腸潰瘍治療剤が前年度並を維持し、

かぜ薬「改源」など一般用医薬品も堅調に推移したことから、増収となりました。
　

〈その他事業〉

　 前連結会計年度 当連結会計年度 　増　減　（率）

売 上 高 　1,890百万円 　1,973百万円 　83百万円（ +4.4%）

　路面標示・道路標識の設置工事などにおいて、公共工事の低迷や他社との競争激化が続

きましたが、積極的な営業活動を展開し、増収となりました。　
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(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度中に実施した設備投資は、当社の電子材料製造設備の増強および産業廃棄

物処分場・社宅の整備、Sakai Chemical (Vietnam) Co., Ltd.およびＳＣ有機化学株式会社

の工場整備など、製造設備の増強・合理化工事、環境保全工事などであり、総額は44億81百

万円でした。

　なお、これらの設備投資は自己資金で賄いました。
　

(3) 資金調達の状況

　当連結会計年度において、新株発行および社債発行等の特段の資金調達は行っておりませ

ん。
 
(4) 対処すべき課題

　今後の見通しにつきましては、企業収益の改善などにより緩やかな景気回復が見込まれる

ものの、設備投資や雇用情勢は低水準で推移するものと思われ、国内外の需要減退やデフレ

の影響など景気の下押しリスクもあり、当面は先行き不透明な状況が続くものと予想されま

す。

　当グループにおきましては、引き続き経営全般にわたるコストダウンに注力し、強みとす

る独自技術を活かした高機能・高品質の素材の開発を推進してまいります。加えて、マーケ

ティング力、原料購買力およびグループ会社間の連携を強化・拡充し、持続的な成長による

企業価値の増大を図るため、以下の施策に取り組んでまいります。

①顧客第一主義に基づき、社会や顧客のニーズに組織をあげて取り組む。

②品質や特殊性で他社と差別化できる新規開発製品の事業化を積極的に進める。

③「選択と集中」「熱意」「スピード」をモットーに、研究開発部門の強化を一段と推進する。

④グループ全体のコストダウン・業務効率化を図り、強固な収益体質を構築する。

　以上に基づく具体的諸施策を講じ、株主・顧客の満足度の向上に努力していく所存であります。
　

(5) 財産および損益状況の推移

①企業集団の財産および損益状況の推移

区 分
第112期

(H.18.４～H.19.３)
第113期

(H.19.４～H.20.３)
第114期

(H.20.４～H.21.３)

第115期
(当連結会計年度)
(H.21.４～H.22.３)

売 上 高 (百万円) 92,380 98,781 85,115 81,257

経 常 利 益 (百万円) 8,686 7,320 3,000 5,060

当 期 純 利 益 (百万円) 4,750 3,758 915 2,216

１株当たり当期純利益 (円) 47.12 37.28 9.12 22.32

総 資 産 (百万円) 113,873 112,297 106,767 110,913

純 資 産 (百万円) 74,899 75,760 73,091 74,071
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②当社の財産および損益状況の推移

区 分
第112期

(H.18.４～H.19.３)
第113期

(H.19.４～H.20.３)
第114期

(H.20.４～H.21.３)
第115期(当事業年度)
(H.21.４～H.22.３)

売 上 高 (百万円) 50,082 52,680 41,977 39,583

経 常 利 益 (百万円) 5,646 4,383 1,214 2,741

当 期 純 利 益 (百万円) 3,405 2,602 405 1,310

１株当たり当期純利益 (円) 33.78 25.82 4.04 13.20

総 資 産 (百万円) 78,520 77,768 72,881 74,430

純 資 産 (百万円) 54,322 53,878 50,758 51,366

　

(6) 重要な子会社の状況（平成22年３月31日現在）

会 社 名 資 本 金 出資比率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 カ イ ゲ ン
　

2,364
百万円

　

　 　
％

医薬品・医薬部外品等の販売54.0
(6.1)

堺 商 事 株 式 会 社 820 　 58.0 　
化学工業薬品・合成樹脂・電子
材料等の輸出入、国内販売

大 崎 工 業 株 式 会 社 200 　 100.0 　
化学工業薬品・路面標示材・電
子材料等の製造、販売

レジノカラー工業株式会社 200 　 94.8 　
顔料・着色剤・機能性インキ等
各種分散体の製造、販売

共 同 薬 品 株 式 会 社 200 　 87.2 　
プラスチック用添加剤の製造、
販売

共 成 製 薬 株 式 会 社 216 　
99.3
(40.8)

　
　

医薬品・医薬部外品等の製造、
販売

ＳＣ有機化学株式会社 164 　 100.0
　

　
有機化成品の製造、販売

ラインファルト工業株式会社 175 　
100.0
(60.0)

　
　

路面標示・道路標識の設置工事

（注）１．出資比率欄の（　）内は、間接所有の出資比率を内書きしております。

　　　２．平成22年４月28日開催の取締役会において、当社を株式交換完全親会社とし、共同薬品株式会社を

株式交換完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日付で株式交換契約（株式交換効力発

生日は、平成22年７月１日）を締結しました。

　

(7) 主要な事業内容（平成22年３月31日現在）

　当グループは、次の事業を行っております。

①化学品事業：無機材料（バリウム・亜鉛製品）、酸化チタン、電子材料、樹脂添加剤、

医薬品、触媒製品、有機化成品その他の化学品の製造、販売および輸出入

②その他事業：路面標示・道路標識の設置工事など
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(8) 主要な事業所（平成22年３月31日現在）

①当　　　　社

本 店 （堺 市 堺 区）

東 京 支 店 （東京都千代田区）

大 阪 支 店 （大 阪 市 西 区）

堺 事 業 所 （堺 市 堺 区）

泉 北 工 場 （大阪府泉大津市）

長 野 工 場 （大阪府河内長野市）

小 名 浜 事 業 所 （福島県いわき市）

湯 本 工 場 （福島県いわき市）

大 剣 工 場 （福島県いわき市）

中 央 研 究 所 （堺 市 堺 区）

堺 商 品 開 発 研 究 所 （堺 市 堺 区）

小名浜商品開発研究所 （福島県いわき市）

医 薬 研 究 所 （大阪府河内長野市）

②重要な子会社

株 式 会 社 カ イ ゲ ン （大 阪 市 中 央 区）

堺 商 事 株 式 会 社 （大 阪 市 中 央 区）

大 崎 工 業 株 式 会 社 （堺 市 西 区）

レジノカラー工業株式会社 （大 阪 市 淀 川 区）

共 同 薬 品 株 式 会 社 （東京都世田谷区）

共 成 製 薬 株 式 会 社 （北 海 道 小 樽 市）

ＳＣ有機化学株式会社 （堺 市 西 区）

ラインファルト工業株式会社 （堺 市 堺 区）
　

(9) 従業員の状況（平成22年３月31日現在）

①企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

1,443名 21名増

（注）従業員数には、当グループ外からの出向者を含んでおりますが、グループ外への出向者および臨時従業

員を含んでおりません。

②当社の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

728名 2名減 36.5歳 13.6年

（注）従業員数には、社外からの出向者を含んでおりますが、社外への出向者および臨時従業員を含んでおり

ません。
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(10) 当社の主要な借入先（平成22年３月31日現在）

借　入　先 借　入　額

　
三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社

百万円

1,826

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,754

株 式 会 社 常 陽 銀 行 1,000

　
　

Ⅱ．会社の株式に関する事項（平成22年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 400,000,000株

(2) 発行済株式の総数 104,939,559株

(3) 株　主　数 7,242名

(4) 大　株　主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 10,756
千株　

10.9
％　

三 菱 マ テ リ ア ル 株 式 会 社 8,216 　 8.3 　

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 4,954 　 5.0 　

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 4,915 　 5.0 　

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口） 3,651 　 3.7 　

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社
(退職給付信託口・三菱マテリアル株式会社口)

3,000 　 3.0 　

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 2,920 　 3.0 　

ノーザントラストカンパニー(エイブイエフシー)
サ ブ ア カ ウ ン ト ア メ リ カ ン ク ラ イ ア ン ト

2,206 　 2.2 　

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 1,824 　 1.8 　

シービーエヌワイデイエフエイインターナショナル
キ ャ ッ プ バ リ ュ ー ポ ー ト フ ォ リ オ

1,552 　 1.6 　

（注）１．当社は、自己株式6,266,407株を保有しておりますが、上記大株主から除外しております。

２．持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

３．持株比率は、自己株式数を控除して計算し、小数点第２位を四捨五入して表示しております。
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Ⅲ．会社役員に関する事項

(1) 取締役および監査役の氏名等（平成22年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

※ 取 締 役 会 長 安 倍 一 允 　

※ 取 締 役 社 長 藪 中 　 巖 グループ関連事業室長

 専 務 取 締 役 田 村 祥 一
研究開発総括、酸化チタン事業・医薬事業・
知的財産担当

 常 務 取 締 役 馬 場 敏 勝 技術総括、触媒事業・堺事業所・安全衛生・環境担当

 常 務 取 締 役 長 澤 正 行 電子材料事業・小名浜事業所担当、無機材料事業部長

 常 務 取 締 役 西 尾 　 彰 樹脂添加剤事業部長

 取 締 役 石 井 英 明
人事・コンプライアンス・リスク管理担当、総務
部長

 取 締 役 福　田　健太郎
財務報告に係る内部統制担当、事業推進室長
兼経理部長

 取 締 役 西 川 　 章 三菱マテリアル株式会社相談役

 常 勤 監 査 役 眞 崎 益 男  

 常 勤 監 査 役 木 村 豊 伸  

 監 査 役 城 島 秋 彦  

 監 査 役 宮 野 靖 彦  

（注）１．※は、代表取締役であります。

２．監査役 眞崎益男、木村豊伸、城島秋彦の各氏は、社外監査役であります。

３．監査役 眞崎益男、木村豊伸、城島秋彦の各氏は、金融機関の勤務経験が長く、財務および会計に

関する相当程度の知見を有しております。
　

(2) 当事業年度中の取締役および監査役の異動

①就　任

平成21年６月29日開催の第114回定時株主総会において、木村豊伸氏が監査役に選任され、

就任いたしました。　

②退　任

平成21年６月29日開催の第114回定時株主総会終結の時をもって、取締役 秋田　勝、大西輝

至の両氏は任期満了により、監査役 長谷川光裕氏は辞任により、それぞれ退任いたしまし

た。
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(3) 取締役および監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 総 額

取 締 役 11名 240百万円

監 査 役 5名 39百万円

合 計 16名 280百万円

（注）１．上記には、平成21年６月29日開催の第114回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名お

よび監査役１名を含んでおります。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．上記のうち、社外役員４名に対する報酬等の総額は34百万円であります。

４．報酬等の総額には、以下のものが含まれております。

　　①平成22年６月29日開催の第115回定時株主総会において付議予定の取締役９名に対する役員賞与

支給額41百万円

　　②当事業年度における役員退職慰労引当金増加額49百万円（取締役９名に対し44百万円、監査役４

名に対し５百万円（うち社外監査役３名に対し４百万円））

５．上記のほか、平成21年６月29日開催の第114回定時株主総会決議に基づき、同総会終結の時をもっ

て退任した取締役２名に対し38百万円、および社外監査役１名に対し10百万円の役員退職慰労金を

支給しております。
　
(4) 社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

監 査 役 眞 崎 益 男

当事業年度開催の取締役会16回全てに出席し、審議に関

して必要な発言を適宜行い、また、当事業年度開催の監

査役会８回全てに出席し、監査結果について意見交換、

監査に関する重要事項の協議等を行っています。また、

経営トップとの定期的な意見交換を行うとともに、適宜、

工場・グループ会社等の現場往査を行っています。

監 査 役 木 村 豊 伸

平成21年６月29日就任以降開催された取締役会13回およ

び監査役会６回全てに出席し、取締役会においては審議

に関して必要な発言を適宜行い、監査役会では監査結果

について意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行

っています。また、経営トップとの定期的な意見交換を

行うとともに、適宜、工場・グループ会社等の現場往査

を行っています。

監査役(非常勤) 城 島 秋 彦

当事業年度開催の取締役会16回全てに出席し、審議に関

して必要な発言を適宜行い、また、当事業年度開催の監

査役会８回全てに出席し、監査結果について意見交換、

監査に関する重要事項の協議等を行っています。また、

経営トップとの定期的な意見交換を行うとともに、適宜、

工場・グループ会社等の現場往査を行っています。
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Ⅳ．会計監査人の状況

(1) 名　　　称

大阪監査法人
　
(2) 報酬等の額

 支 払 額

１．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 70百万円

２．当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 70百万円

（注）当社と会計監査人との監査契約においては、会社法に基づく監査に対する報酬等の額と金融商品取引法

に基づく監査に対する報酬等の額等を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記１．の金額

にはこれらの合計額を記載しております。
　
(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合、監査役

会は、監査役全員の同意により解任いたします。

　また、上記の場合のほか、会計監査人の適格性、独立性を害する事由の発生により、適正

な監査の遂行が困難であると認められる場合、取締役は、監査役会の同意を得て、または監

査役会の請求により、会計監査人の不再任を株主総会に提案いたします。

　

Ⅴ．会社の体制および方針

１．業務の適正を確保するための体制

(1) 取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

①当社は、全ての取締役・使用人に法令・定款の遵守を徹底するとともに、「企業行動

基本方針」および「行動指針」ならびに法令・定款に違反する行為を発見した場合の

報告体制を定めた「内部公益通報者保護規程」を周知徹底する。

②反社会的勢力との関係を断絶するため、「企業行動基本方針」および「行動指針」に

おいて、反社会的勢力には毅然とした対応をし、一切関係を持たない旨を定め、その

遵守を徹底するとともに、所轄警察等と連携を図り、不測の事態に備える。

③万一コンプライアンスに関連する事態が発生した場合には、その内容・対処案が総務

担当取締役を通じ、代表取締役、取締役会、監査役に報告される体制を構築する。
　

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する事項

取締役の職務の執行にかかる情報・文書の取扱いは、社内標準に従い適切な保存およ

び管理を実施し、常時閲覧可能にするとともに、必要に応じて運用状況の検証、見直

し等を行う。
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(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①当社は「リスク管理規程」に基づき、リスク管理システムを構築・運用し、かつ継続

的改善を通して企業価値の向上を図る。また、リスク管理委員会を設置し、当該シス

テムの適切な運用を推進するとともに、リスク管理に係る重要事項を審議する。

②当社は、代表取締役社長に直属する部署として監査室を設置し、内部監査担当取締役

がその事務を管掌する。

③監査室は、定期的に業務監査実施項目および実施方法を検証し、監査実施項目に遺漏

なきよう確認し、必要があれば監査方法の改定を行う。

④監査室の監査により、法令・定款違反その他の事由に基づき損失の危険のある業務執

行違反が発見された場合には、発見された危険の内容およびそれがもたらす損失の程

度等について担当部署に通報する体制を構築する。

⑤監査室の活動を円滑にするため、社内標準の整備を各部署に求め、損失の危険を発見

した場合には、直ちに監査室に報告するよう指導する。
　

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①経営計画等のマネジメントについて、経営企画室は経営理念を機軸に中期経営計画等

を策定する。これに基づき、事業推進室および本社各部は各業務執行ラインの目標達

成に向けて支援活動を行うとともに、経営審議会が経営目標の進捗状況ならびに計画

の見直し等につき定期的に検査を行う。

②各取締役は、重要な業務執行について、取締役会規則による決議事項およびその付議

基準に基づき、すべて取締役会に付議する。

③日常の業務執行に際しては、職務権限規程および業務分掌規程等に基づき、各レベル

の責任者が意思決定ルールに則り業務を遂行する。
　

(5) 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

①グループ関連事業室は、子会社の支援・調整を行うとともに、子会社に損失の危険が

発生したことを把握した場合には、直ちに発見された損失の危険の内容、発生する損

失の程度および当社に対する影響等について、当社の取締役会および担当部署に報告

する体制を構築する。

②当社と子会社との間における不適切な取引または会計処理の発生を防止するため、グ

ループ関連事業室および監査室は、子会社の内部監査室またはこれに相当する部署と

十分な情報交換を行う。
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(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

①監査役からその職務を補助すべき使用人（以下、監査役付スタッフ）を求められた場

合は、これを任命する。

②前項の具体的な内容については、監査役の意見を聴取し、関係部署の意見も十分に考

慮して決定する。

③監査役付スタッフの任命・異動については、監査役会の同意を得て行う。

④監査役付スタッフは、監査役の指揮命令下で職務を遂行し、取締役、監査室長等の指

揮命令を受けない。また、その評価については人事担当取締役が監査役から意見を聴

取して行う。
　

(7) 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

①取締役および使用人は、各監査役の要請に応じて必要な報告および情報提供を行う。

②前項の報告・情報提供としての主なものは、次の通りとする。

イ）経営審議会で決議された事項

ロ）会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項

ハ）重大な法令・定款違反

ニ）内部統制システム構築に関わる部門の活動状況

ホ）子会社の内部監査部門の活動状況

ヘ）重要な会計方針、会計基準およびその変更

ト）業績および業績見込の発表内容、重要開示書類の内容

チ）内部通報制度の運用状況および通報内容

リ）稟議書および監査役から要求された会議議事録

ヌ）その他コンプライアンス上重要な事項
　

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役と代表取締役との間で定期的な意見交換を行う。

　

２．剰余金の配当等の決定に関する方針

　剰余金の配当につきまして当社は、株主の皆様への安定した利益還元を経営の最重要課

題のひとつと位置づけたうえで、財務体質の強化と積極的な事業展開に必要な内部留保の

充実を図るとともに利益動向や経営環境を勘案し、年２回の配当を実施することを基本方

針としております。

　今後も、中長期的な視点にたって、成長が見込まれる事業分野に経営資源を投入するこ

とにより、持続的な成長と企業価値の向上ならびに株主価値の増大に努めてまいります。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成22年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）
　

　 （負　債　の　部）  

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

 

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

 

無 形 固 定 資 産

 

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

　

59,588

20,083

26,038

7,169

2,612

2,755

724

325

△120

 

51,324

39,457

10,817

9,042

17,066

1,970

560

 

150

 

11,716

7,692

2,976

1,187

△139

　

流 動 負 債 27,033
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 9,940

短 期 借 入 金 10,128

未 払 法 人 税 等 830

賞 与 引 当 金 1,153

そ の 他 の 引 当 金 132

そ の 他 4,847

  

固 定 負 債 9,808
長 期 借 入 金 3,240

退 職 給 付 引 当 金 4,809

そ の 他 の 引 当 金 524

繰 延 税 金 負 債 665

そ の 他 568

  

負 債 合 計 36,842

（純 資 産 の 部）  

株 主 資 本 66,087

資 本 金 21,838

資 本 剰 余 金 19,311

利 益 剰 余 金 27,480

自 己 株 式 △2,543

  

評価・換算差額等 717
その他有価証券評価差額金 793

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △1

為 替 換 算 調 整 勘 定 △74

  

少 数 株 主 持 分 7,266

純 資 産 合 計 74,071
資 産 合 計 110,913 負 債 純 資 産 合 計 110,913
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連 結 損 益 計 算 書

(平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高  81,257

売 上 原 価  62,586

売 上 総 利 益  18,671

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  13,340

営 業 利 益  5,330

営 業 外 収 益  398

受 取 利 息 及 び 配 当 金 130  

そ の 他 267  

営 業 外 費 用  667

支 払 利 息 185  

そ の 他 482  

経 常 利 益  5,060

特 別 利 益  532

関 係 会 社 清 算 益 212  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 156  

保 険 差 益 85 　

そ の 他 77  

特 別 損 失  645

投 資 有 価 証 券 評 価 損 76  

固 定 資 産 除 却 損 198  

減 損 損 失 308  

そ の 他 62  

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  4,947

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,209  

法 人 税 等 調 整 額 1,188 2,397

少 数 株 主 利 益  334

当 期 純 利 益  2,216
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連結株主資本等変動計算書

(平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで)

（単位：百万円） 

 

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

前 期 末 残 高 21,838 19,311 26,119 △2,030 65,239

当 期 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当 － － △799 － △799

当 期 純 利 益 － － 2,216 － 2,216

連 結 範 囲 の 変 動 － － △55 － △55

自 己 株 式 の 取 得 － － － △513 △513

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

－ － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 1,361 △513 847

当 期 末 残 高 21,838 19,311 27,480 △2,543 66,087

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等

少数株主持分 純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定
評価・換算
差 額 合 計

前 期 末 残 高 157 0 △55 102 7,750 73,091

当 期 変 動 額       

剰 余 金 の 配 当 － － － － － △799

当 期 純 利 益 － － － － － 2,216

連 結 範 囲 の 変 動 － － － － － △55

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － △513

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

635 △1 △19 615 △483 131

当 期 変 動 額 合 計 635 △1 △19 615 △483 979

当 期 末 残 高 793 △1 △74 717 7,266 74,071
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Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 15社

主な連結子会社の会社名 ㈱カイゲン、堺商事㈱

なお、SAKAI CHEMICAL (VIETNAM) CO. ,LTD.および 堺商事貿易（上海）有限公司は重要性が増したため、

当連結会計年度より連結子会社に含めております。

(2) 非連結子会社の数 6社

主な非連結子会社の会社名 エス・ケー・エンタープライズ㈱

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）

等のいずれも少額であり、連結計算書類に重要な影響をおよぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

すべての非連結子会社および関連会社は、それぞれ連結純損益および連結利益剰余金等におよぼす影響

は軽微であり、全体として連結計算書類に重要な影響をおよぼしていないため、持分法は適用しており

ません。　

３．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの………決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は主として総平均法により算定しております。）

時価のないもの………主として総平均法による原価法

②たな卸資産

………主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方

法により算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

主として定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建 物 及 び 構 築 物 ３～60年

機械装置及び運搬具 ３～17年

②無形固定資産

定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③役員賞与引当金

役員に対する賞与の支出に備えるため、当連結会計年度末における支給見込額に基づき計上しており

ます。

④退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に

基づき計上しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとし

ております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法に

より費用処理しております。

(会計方針の変更）

当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第19号

平成20年７月31日）を適用しております。

これによる営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益に与える影響はありません。　

⑤役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しております。

(4) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等の資産および負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益および費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘

定および少数株主持分に含めて計上しております。

(会計方針の変更）

在外子会社等の収益および費用は、従来、決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりましたが、

当連結会計年度より期中平均相場により円貨に換算する方法に変更しております。この変更は、在外

連結子会社の重要性が増したことに伴い、連結会計年度を通じて発生する収益および費用の各項目に

ついて、より実情に即した換算を行うこと等を目的として行ったものであります。

これによる売上高、営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについて

は特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ ヘッジ手段……為替予約

　 ヘッジ対象……輸出取引による外貨建売上債権、輸入取引による外貨建仕入債務等および外貨建

予定取引
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ｂ ヘッジ手段……金利スワップ

   ヘッジ対象……変動金利借入金

③ヘッジ方針

ヘッジ対象に係る為替変動リスクは外貨建債権債務の残高の範囲内でヘッジしており、金利変動リス

クは変動金利借入金の一部について、ヘッジしております。

④ヘッジ有効性の評価方法

為替予約は、予約締結時にリスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期日の為替予約を

それぞれの外貨建債権債務に振当てているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確

保されているので、当連結会計年度末における有効性の評価を省略しております。

金利スワップは、契約締結時にリスク管理方針に従って、同一金額で同一期日の金利スワップをそれぞ

れの変動金利借入金に振当てているため、その後の市場金利の変動による相関関係は完全に確保されて

いるので、当連結会計年度末における有効性の評価を省略しております。

(6) その他連結計算書類作成のための重要な事項

①消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

②重要なリース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。　

４．連結子会社の資産および負債の評価に関する事項

連結子会社の資産および負債の評価方法は全面時価評価法によっております。
　

Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産および担保に係る債務

①担保に供している資産

建物及び構築物 　 883百万円

土地 　 1,452百万円

　  計 2,336百万円

②担保に係る債務

短期借入金 　 279百万円

長期借入金 　 42百万円

　  計 321百万円

③前掲のほか、下記の有形固定資産をもって財団を組成し、根抵当極度額１百万円の担保に供しております。

建物 　 4,034百万円

機械装置及び運搬具 　 5,262百万円

土地 　 3,654百万円

　  計 12,951百万円

　
２．有形固定資産の減価償却累計額 80,263百万円
　
３．保証債務 23百万円
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Ⅲ. 連結損益計算書に関する注記
売上原価には、収益性の低下に伴うたな卸資産評価損144百万円が含まれております。

　

Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末における発行済株式の種類および総数

普通株式 104,939,559株

 
２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

平成21年５月13日に開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

普通株式の配当に関する事項

（イ）配当の総額 399百万円

（ロ）１株当たりの配当額 4円

（ハ）基準日 平成21年３月31日

（ニ）効力発生日 平成21年６月８日

平成21年11月９日に開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

普通株式の配当に関する事項

（イ）配当の総額 399百万円

（ロ）１株当たりの配当額 ４円

（ハ）基準日 平成21年９月30日

（ニ）効力発生日 平成21年12月７日

　
３．基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

平成22年５月12日に開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

普通株式の配当に関する事項

（イ）配当の総額 394百万円

（ロ）１株当たりの配当額 ４円

（ハ）基準日 平成22年３月31日

（ニ）効力発生日 平成22年６月７日

（ホ）配当の原資 利益剰余金

　

Ⅴ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

当グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達

しております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。また、

投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。

借入金の使途は運転資金(主として短期)および設備投資資金(長期)であり、一部の長期借入金の金利変動リ

スクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブは内

部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであり

ます。

なお、時価を把握することがきわめて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

　
（単位：百万円）

　

　 連結貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

(1)現金及び預金 　20,083 　20,083 　-

(2)受取手形及び売掛金 　26,038 　26,038 　-

(3)投資有価証券 　7,321 　7,321 　-

　資産計 　53,443 　53,443 　-

(1)支払手形及び買掛金 　9,940 　9,940 　-

(2)短期借入金 　10,128 　10,128 　-

(3)未払法人税等 　830 　830 　-

(4)長期借入金 　3,240 　3,190 　△50

負債計 　24,141 　24,090 　△50

　

(注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

(3)投資有価証券

これらの時価については、株式等は取引所の価格によっております。

負　債

(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金、(3)未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

(4)長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の

対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行っ

た場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて

いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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(注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品　

区　分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 　246百万円

　
（追加情報）

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）および

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適

用しております。

　

Ⅵ．１株当たり情報に関する注記　
１株当たり純資産額 677円03銭

１株当たり当期純利益 22円32銭

　
Ⅶ．重要な後発事象に関する注記　

(株式交換）

当社は、平成22年４月28日開催の取締役会において、当社を完全親会社とし、共同薬品株式会社を完全子会社

とする株式交換を行うことを決議し、同日付で、共同薬品株式会社との間で株式交換契約を締結いたしました。

１．株式交換の目的

当グループは、営業力強化、一層のコスト削減など収益力の向上とともに経営の効率化に取り組んでおり

ます。

今般、当社および共同薬品は、樹脂添加剤事業について、事業環境の変化に的確に対応するとともに更な

る拡大を図るため、同社を当社の完全子会社とし、同社と連携を深めた事業戦略のもと、より一層の経営

の効率化、迅速化を図ることが重要であると判断し、本株式交換を実施することを決定いたしました。 

２．株式の交換比率

共同薬品の普通株式１株に対して、当社の普通株式２．２９株を割当て交付いたします。

３．株式比率の算定方法

本株式交換の株式交換比率の公正性・妥当性を確保するため、当社は日興コーディアル証券株式会社を株

式交換比率算定に関する第三者算定機関として選定しました。

また共同薬品の株式につきましては、類似上場会社比較法、ＤＣＦ(ディスカウンテッド・キャッシュフロ

ー)法の各評価方法を採用し算定を行いました。

両社は、以上の算定結果を参考にして協議の結果、株式交換比率を決定いたしました。　

４．株式交換の日（効力発生日）

平成22年７月１日

５．実施する会計処理の方法

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）および「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）に基づき、

「共通支配下の取引」として会計処理を行う予定であります。
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貸　借　対　照　表
（平成22年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）  （負　債　の　部）  

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

 

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

 

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

 

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

繰 延 税 金 資 産

関係会社長期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

31,706
7,861

1,699

13,097

4,141

2,344

1,680

470

321

148

△58

 

42,723
25,546

6,195

718

6,299

7

329

10,113

1,882

 

50

15

24

10

 

17,127

7,003

5,805

260

2,228

1,515

619

△305

流 動 負 債 16,463
買 掛 金 4,250

短 期 借 入 金 7,974

未 払 金 1,267

未 払 法 人 税 等 319

未 払 費 用 1,495

賞 与 引 当 金 629

役 員 賞 与 引 当 金 41

そ の 他 485

  

固 定 負 債 6,600
長 期 借 入 金 2,881

退 職 給 付 引 当 金 3,383

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 276

環 境 対 策 引 当 金 59

  

  

負 債 合 計 23,063
（純 資 産 の 部）  

株 主 資 本 50,622
資 本 金 21,838

  

資 本 剰 余 金 19,311

資 本 準 備 金 16,311

そ の 他 資 本 剰 余 金 3,000

  

利 益 剰 余 金 12,016

利 益 準 備 金 864

そ の 他 利 益 剰 余 金     

別 途 積 立 金 8,520

繰 越 利 益 剰 余 金 2,632

  

自 己 株 式 △2,543

  

評価・換算差額等 743
その他有価証券評価差額金 743

  

純 資 産 合 計 51,366
資 産 合 計 74,430 負 債 純 資 産 合 計 74,430
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損　益　計　算　書

(平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高  39,583

売 上 原 価  31,089

売 上 総 利 益  8,493

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  5,620

営 業 利 益  2,872

営 業 外 収 益  505

受 取 利 息 及 び 配 当 金 361  

そ の 他 144  

営 業 外 費 用  636

支 払 利 息 159  

そ の 他 477  

経 常 利 益  2,741

特 別 利 益  510

関 係 会 社 清 算 益 212  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 155  

保 険 解 約 差 益 84  

そ の 他 56 　

特 別 損 失  588

減 損 損 失 302 　

固 定 資 産 除 却 損 148  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 76  

投 資 有 価 証 券 売 却 損 60  

税 引 前 当 期 純 利 益  2,663

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 315     　

法 人 税 等 調 整 額 1,038 1,353

当 期 純 利 益  1,310
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株主資本等変動計算書

(平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで)

（単位：百万円）

 

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金 利 益
剰 余 金
合 計別途積立金

繰越利益
剰 余 金

前期末残高 21,838 16,311 3,000 19,311 864 8,520 2,121 11,505

当期変動額         

剰余金の配当       △799 △799

別途積立金の積立て               

当期純利益       1,310 1,310

自己株式の取得         

株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額)

        

当期変動額合計          511 511

当期末残高 21,838 16,311 3,000 19,311 864 8,520 2,632 12,016

 

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

前期末残高 △2,030 50,625 133 50,758

当期変動額     

剰余金の配当  △799  △799

別途積立金の積立て     

当期純利益  1,310  1,310

自己株式の取得 △513 △513  △513

株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額)

  610 610

当期変動額合計 △513 △2 610 608

当期末残高 △2,543 50,622 743 51,366
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式および関連会社株式………総平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は総平均法により算定しております。）

時価のないもの………総平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準および評価方法

商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品………総平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低

下に基づく簿価切り下げの方法により算定しております。）

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産………定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法によっており

ます。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建 物 及 び 構 築 物 ３～60年

機械装置及び車両運搬具 ３～15年

(2) 無形固定資産………定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額に基づき計上しております。

(3) 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき計上しております。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき

計上しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法によ

り費用処理しております。

（会計方針の変更）

当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第19号　平成

20年７月31日）を適用しております。

これによる営業利益、経常利益および税引前当期純利益に与える影響はありません。
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(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(6) 環境対策引当金

将来にわたる環境対策の処理支出に備えるため、処理見込額を計上しております。

５．その他計算書類作成のための重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

(2) 重要なリース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
 

Ⅱ．貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産

有形固定資産のうち　

建 物 3,829百万円

構 築 物 205百万円

機 械 及 び 装 置 5,262百万円

土 地 3,654百万円

計 12,951百万円

をもって財団を組成し、根抵当極度額１百万円の担保に供しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 65,500百万円
　
３．関係会社に対する金銭債権および金銭債務

短期金銭債権 6,109百万円

短期金銭債務 3,919百万円
　

Ⅲ．損益計算書に関する注記
１．関係会社との取引に係るもの

営業取引による取引高　

売　上　高 15,426百万円

仕　入　高 6,961百万円

営業取引以外の取引による取引高 214百万円
　

２．売上原価には、収益性の低下に伴うたな卸資産評価損135百万円が含まれております。
　

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類および株式数

普通株式 6,266,407株
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Ⅴ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 1,387百万円

土地評価損 1,321百万円

減価償却超過額 336百万円

賞与引当金 258百万円

投資有価証券評価損 225百万円

貸倒引当金 148百万円

その他 369百万円

繰延税金資産小計 4,047百万円

評価性引当額 △981百万円

繰延税金資産合計 3,066百万円
　
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △516百万円

繰延税金負債合計 △516百万円

繰延税金資産の純額 2,549百万円
　
（注）繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 321百万円

固定資産－繰延税金資産 2,228百万円
　

Ⅵ．リースにより使用する固定資産に関する注記
貸借対照表に計上した固定資産のほか、コンピュータ等については所有権移転外ファイナンス・リース契約

により使用しております。　
　

Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記
子会社および関連会社等

 （単位：百万円)　

属 性 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社
　

㈱カイゲン
所有
直接 48.7％
間接　6.2％

当社製品の販売
役員の兼任

医薬品の販
売(注１)

3,909 売掛金 1,366

子会社 堺商事㈱
所有
直接 64.0％

原料の購入および
当社製品の販売
役員の兼任

化学事業製品
の販売(注１)

11,268 売掛金 4,640

子会社 共成製薬㈱
所有
直接 58.5％
間接 40.8％

製品の購入および
原料の供給
役員の兼任

医薬品の購
入(注１)
資金の借入
(注２)

2,168
    
2,600

買掛金
　
短期借入金

738
    　
2,600

子会社

SAKAI
CHEMICAL
(VIETNAM)
CO.,LTD.
　

所有
直接 100.0％

当社製品の製造
役員の兼任

資金の貸付
（注３）
貸倒引当金
繰入額　

378
　

　325

長期貸付金
　
貸倒引当金

1,349
    
347
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上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件および取引条件の決定方針等

（注１）市場価格、原価を勘案して、当社希望価格を提示し、毎期価格交渉の上、取引条件を決定しておりま

す。

（注２）資金の借入については、借入金利は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は１

年返済としております。なお、担保は提供しておりません。

（注３）資金の貸付については、貸付金利は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は事

業計画に基づき決定しております。なお、担保は受け入れておりません。
　

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 520円57銭

１株当たり当期純利益 13円20銭
　

Ⅸ．重要な後発事象に関する注記
(株式交換）

当社は、平成22年４月28日開催の取締役会において、当社を完全親会社とし、共同薬品株式会社を完全子会社

とする株式交換を行うことを決議し、同日付で、共同薬品株式会社との間で株式交換契約を締結いたしました。

１．株式交換の目的

当グループは、営業力強化、一層のコスト削減など収益力の向上とともに経営の効率化に取り組んでおります。

今般、当社および共同薬品は、樹脂添加剤事業について、事業環境の変化に的確に対応するとともに更なる拡

大を図るため、同社を当社の完全子会社とし、同社と連携を深めた事業戦略のもと、より一層の経営の効率化、

迅速化を図ることが重要であると判断し、本株式交換を実施することを決定いたしました。

２．株式の交換比率

共同薬品の普通株式１株に対して、当社の普通株式２．２９株を割当て交付いたします。

３．株式比率の算定方法

本株式交換の株式交換比率の公正性・妥当性を確保するため、当社は日興コーディアル証券株式会社を株式交

換比率算定に関する第三者算定機関として選定しました。

また共同薬品の株式につきましては、類似上場会社比較法、ＤＣＦ(ディスカウンテッド・キャッシュフロー)

法の各評価方法を採用し算定を行いました。

両社は、以上の算定結果を参考にして協議の結果、株式交換比率を決定いたしました。

４．株式交換の日（効力発生日）

平成22年７月１日

５．実施する会計処理の方法

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）および「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）に基づき、「共通

支配下の取引」として会計処理を行う予定であります。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

 独立監査人の監査報告書  

 平成22年５月６日 

 堺化学工業株式会社  

 取締役会　御中  

 大阪監査法人  

 

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 道 幸 靜 児 

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 堀 　 亮 三 
 

 　

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、堺化学工業株式会社の平成21年

４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を

行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から連結計算書類に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかど

うかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営

者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。　

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、堺化学工業株式会社及び連結子会社から成る企業集団の当

該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書　謄本

 独立監査人の監査報告書  

 平成22年５月６日 

 堺化学工業株式会社  

 取締役会　御中  

 大阪監査法人  

 

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 道 幸 靜 児 

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 堀 　 亮 三 
 

 　

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、堺化学工業株式会社の平

成21年４月１日から平成22年３月31日までの第115期事業年度の計算書類、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書に

ついて監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。　

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期

間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

 監　査　報　告　書  
 　

　当監査役会は、平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第115期事業年度の取締

役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査

報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び

結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分

担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集

及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締

役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況

を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会

社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内

容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び

検証いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び

情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に

基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを

監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、

必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ

ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に

関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している

旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年

度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、及び株主資本等変動計算書）及びその

附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、及び連結株主資

本等変動計算書）について検討いたしました。
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 ２．監査の結果

(1）事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示

しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大

な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、

当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事

項は認められません。

(2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人大阪監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3）連結計算書類の監査結果

　会計監査人大阪監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　

 

 平成22年５月11日  

 堺化学工業株式会社　監 査 役 会  

 

常勤監査役（社外監査役） 眞 崎　益 男 

常勤監査役（社外監査役） 木 村　豊 伸 

監　査　役（社外監査役） 城 島　秋 彦 

監　査　役 宮 野　靖 彦 

 

   

以　上
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株主総会参考書類
　

議案および参考事項

第１号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

　社外取締役および社外監査役として幅広く有能な人材を迎えられる環境を整備し、また

その期待される役割を十分に果たすことができるようにするため、社外取締役および社外

監査役の会社に対する賠償責任を法令の定める限度に制限する契約を締結できる旨の規定

を新設するとともに、条数の繰下げを行うものであります。

　なお、定款第27条の規定の新設を議案として提出することについては、あらかじめ各監

査役の同意を得ております。　

２．変更の内容

　変更の内容は、次のとおりであります。
 （下線は変更部分です。）

現 行 定 款 変 更 案

＜新　　設＞ 第27条（社外取締役との責任限定契約）

　 当会社は、会社法第427条第１項の定めにより、

社外取締役との間で、同法第423条第１項の賠償

責任を限定する契約を締結することができる。

ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、

法令の定める額とする。

第27条 第28条

　　　　　 　 ＜省　　略＞ 　　　　　　 ＜現行どおり＞

第34条 第35条

＜新　　設＞ 第36条（社外監査役との責任限定契約）

　 当会社は、会社法第427条第１項の定めにより、

社外監査役との間で、同法第423条第１項の賠償

責任を限定する契約を締結することができる。

ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、

法令の定める額とする。

第35条 第37条

　　　　　 　 ＜省　　略＞ 　　　　　　 ＜現行どおり＞

第42条 第44条
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　第２号議案　取締役９名選任の件

現任取締役９名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、あ

らためて取締役９名の選任をお願いいたしたく存じます。

なお、取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

1

あ べ 　 か ず の ぶ

安　倍　一　允
(昭和15年７月３日生)

昭和38年４月　当社入社

平成５年６月　取締役

平成11年６月　常務取締役

平成13年６月　専務取締役

平成15年６月　取締役社長

平成20年６月　取締役会長（現在に至る）

36,000株

2

や ぶ な か 　 いわお

藪　中　 　　巖
(昭和19年11月12日生)

昭和44年４月　当社入社

平成11年６月　取締役

平成16年６月　常務取締役

平成20年６月　取締役社長 グループ関連事業室長（現在

に至る）

20,000株

3

う ま ば 　 と し か つ

馬　場　敏　勝
(昭和22年４月16日生)

昭和45年４月　当社入社

平成17年６月　取締役

平成20年６月　常務取締役 技術総括、触媒事業・堺事業

所・安全衛生・環境担当（現在に至る）

11,000株

4

な が さ わ 　 ま さ ゆ き

長　澤　正　行

(昭和22年11月23日生)

昭和46年４月　当社入社

平成16年４月　樹脂添加剤事業部副事業部長兼無機材料事

業部副事業部長

平成17年４月　無機材料事業部長

平成19年６月　取締役 無機材料事業部長

平成21年６月　常務取締役 電子材料事業・小名浜事業所担

当、無機材料事業部長（現在に至る）

7,000株

5

に し お 　 あきら

西　尾　 　　彰
(昭和25年１月28日生)

昭和50年４月　三菱金属株式会社入社

平成18年６月　小名浜製錬株式会社小名浜製錬所 所長補佐

平成20年４月　当社事業推進室長付

平成20年６月　取締役 経営企画室長

平成21年６月　常務取締役 樹脂添加剤事業部長（現在に至る）

6,000株

6

い し い 　 ひ で あ き

石　井　英　明
(昭和26年６月13日生)

昭和50年10月　当社入社

平成14年９月　総務人事部総務部長

平成19年６月　総務人事部長兼総務部長

平成20年４月　総務部長

平成20年６月　取締役 人事・コンプライアンス・リスク管

理担当、総務部長（現在に至る）

8,000株
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

7

ふ く だ 　 け ん た ろ う

福　田　健太郎
(昭和29年３月５日生)

昭和51年４月　株式会社三和銀行入行

平成18年１月　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行法人業務第二

部（大阪）部長

平成18年４月　当社経理部長

平成20年６月　取締役 財務報告に係る内部統制担当、事

業推進室長兼経理部長（現在に至る）

6,000株

※ 8

い と う 　 み つ お

伊　藤　三津男
(昭和25年５月19日生)

昭和50年10月　当社入社

平成16年４月　無機材料事業部営業部長

平成18年４月　酸化チタン事業部営業部長

平成19年６月　酸化チタン事業部副事業部長

平成21年６月　酸化チタン事業部長兼事業推進室東京事務

所長（現在に至る）

3,000株

※ 9

い で 　 あ き ひ こ

井　手　明　彦
(昭和16年10月24日生)

昭和40年４月　三菱金属鉱業株式会社入社

平成９年６月　三菱マテリアル株式会社取締役 総務部長

平成12年６月　三菱マテリアル株式会社常務取締役

平成14年６月　三菱マテリアル株式会社取締役 副社長

平成16年６月　三菱マテリアル株式会社取締役社長（現在

に至る）

0株

（注）１．上記各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　　　２．※は、新任候補者であります。

　

第３号議案　監査役１名選任の件

監査役 宮野靖彦氏は、本総会終結の時をもって辞任されますので、監査役１名の選任を

お願いいたしたく存じます。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

た む ら 　 し ょ う い ち

田　村　祥　一
(昭和20年４月29日生)

昭和45年４月　当社入社

平成11年６月　取締役

平成16年６月　常務取締役

平成20年６月　専務取締役 研究開発総括、酸化チタン事

業・医薬事業・知的財産担当（現在に至る）

18,000株

 （注）１．上記候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．田村祥一氏は、新任候補者でありますが、監査役 宮野靖彦氏の補欠として選任されることになります

ので、その任期は当社定款の定めにより退任される同監査役の任期の満了する時までとなります。　
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第４号議案　取締役賞与支給の件

当事業年度末時点の取締役９名に対し、当事業年度の業績等を勘案して取締役賞与総額

41百万円を支給することといたしたいと存じます。　

　

第５号議案　監査役の報酬額改定の件

当社の監査役の報酬額は、平成６年６月29日開催の第99回定時株主総会において月額

３百万円以内とご承認いただき、今日に至っておりますが、経済情勢の変化その他諸般の

事情を勘案し、監査役の報酬額を月額３百万円以内から月額５百万円以内に改定すること

といたしたいと存じます。

なお、現在の監査役の員数は４名（うち社外監査役が３名）でありますが、第３号議案

（監査役１名選任の件）が原案どおり承認可決されましても増減はなく、監査役は４名

（うち社外監査役が３名）となります。

　

第６号議案　退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

本総会終結の時をもって退任されます取締役 田村祥一氏、西川　章氏および監査役 宮野

靖彦氏に対し、在任中の労に報いるため、当社の定める一定基準に基づく相当額の範囲内

で退職慰労金を贈呈いたしたいと存じます。

なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、退任取締役については取締役会に、退任

監査役については監査役の協議にそれぞれご一任願いたいと存じます。

退任取締役および退任監査役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

た む ら 　 し ょ う い ち

田　村　祥　一

平成11年６月　取締役

平成16年６月　常務取締役

平成20年６月　専務取締役（現在に至る）

に し か わ 　 あきら

西　川　 　　章 平成13年６月　取締役（現在に至る）

み や の 　 や す ひ こ

宮　野　靖　彦 平成20年６月　監査役（現在に至る）

以　上



　

　

　

　

株主総会会場ご案内図
　

　

株主総会は当社本店階ホールで開催いたしますので、ご

出席の際は下記案内図をご参照ください。

至難波 至難波

南
海
本
線

南
海
高
野
線

ザビエル
公　　園

至恵美須町

花田口電停

ＮＴＴ西日本

堺
東
駅

府
道
大
阪
和
泉
泉
南
線

阪神高速堺出口

堺
市
役
所至

橋
本堺市民

会　館

紀陽銀行
大小路電停

関西アー
バン銀行堺

駅
当社堺事業所

国
道
二
十
六
号
線

旧堺港

Ｎ

堺
警
察
署

阪
堺
線

フェニックス通り 宿院電停

至和歌山市 至浜寺駅前

当社本店

南海本線堺駅下車徒歩約10分

南海高野線堺東駅下車徒歩約20分または南海バス大小路下車徒歩約分

阪堺線花田口・大小路各電停下車徒歩約分


